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積丹町ふるさと納税推進委託業務公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

この実施要領は、積丹町ふるさと納税推進委託業務（以下「本業務」という。）の委託業

者を公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により選定するために必要

な事項を定める。 

 

２ 業務名 

 積丹町ふるさと納税推進委託業務 

 

３ 委託期間 

令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで。ただし、予算の範囲内で当該契約期間を

変更することがあり得る。 

 

４ 契約方法 

公募型プロポーザル方式による随意契約 

 

５ 問い合わせ先・手続先 

  積丹町役場 企画課 

   郵便番号 046-0292 

   住  所 積丹郡積丹町大字美国町字船澗 48 番地 5 

   電話番号 0135-44-2114 

   e-mail  kikaku@town.shakotan.lg.jp 

 

６ 参加要件 

 (1) プロポーザル参加者の構成 

ア 参加者が、業務の一部を再委託しようとするときは、再委託する業務及び企業が本

件事業の遂行上果たす役割などを明らかにする。 

なお、参加者は、再委託させようとする企業に対し総合的な管理・指導を行うこと

とする。 

イ 同一プロポーザル参加者が、複数の提案を行うことは禁止する。 

 (2) プロポーザル参加者の資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件をすべて満たしている者とする。 

ア 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の 4 の規定に該当しないもの

であること。 

 

http://sktsv03.shakotan.local/Scripts/dneo/zwmljs.exe?_=1685752627003
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イ 参加表明書の提出時点において、積丹町入札参加者の資格審査及び指名に関する

要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

ウ 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)第 17 条の規定による更正手続開始の申し立

て又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)第 21 条の規定による再生手続開始の申

し立てがなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づく更正手続開始の

決定又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者は、当該申し立てがな

されなかった者とみなす。 

エ 破産法(平成 16 年法律第 75 号)に基づく、破産手続開始の申し立てをしている者

でないこと。 

オ 北海道内に事業所を有していること。 

カ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77号)第 2 条第

2号に規定する暴力団又はその利益となる活動を行う者でないこと。 

 

７ 実施スケジュール（予定） 

 項 目 日 程 

１ プロポーザル参加者の公募開始 令和 6年 1月 30 日(火) 

２ 企画提案に対する質問受付 令和 6年 1月 30 日(火) ～2 月 14 日(水) 

３ 企画提案に対する質問回答期限 令和 6年 2月 20 日(火) 

４ 企画提案書類の提出期限 令和 6年 2月 22 日(木) 

５ 資格審査及び書類審査 令和 6年 2月 26 日(月) 

６ 資格審査及び書類審査結果通知 令和 6年 2月 27 日(火) 

７ 本審査（プレゼンテーション） 令和 6年 3月 1日(金) 

８ 審査結果発表 令和 6年 3月 4日(月) 

 

８ 企画提案書等の提出 

本プロポーザルに関する企画提案書等は、次の方法で提出すること。 

(1) 提出書類 

ア 企画提案書表紙（様式第 2号） 

必要事項を記入し、代表者印押印のうえ企画提案書の表紙とすること。 

イ 会社概要（様式第 3号） 

提案者（再委託企業を含む。）の企業内容について記載すること。決算関係書類（貸

借対照表、損益計算書及びキャッシュフロー計算書）を添付すること。 

ウ 業務実績書（様式第 4号） 

令和３年度以降の同種又は類似業務の契約実績を記載すること。また、契約実績の

内容が確認できる書類（契約書の写し等）を添付すること。 
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エ 業務実施体制（様式第 5号） 

業務の実施体制、分担業務の内容について記入すること。 

オ 企画提案書 

仕様書の目的及び業務内容を踏まえ、業務を遂行するための具体的な手法を記載

すること。 

企画提案の内容は、別紙「評価項目及び評価基準」の企画提案書等に関する項目の

評価項目毎に記載すること。 

企画提案書は、表紙を除き A4判 30 ページ以内、両面印刷、文字サイズ 11ポイン

ト以上（図、表、画像を除く）とすること。 

カ 見積書（様式第 6号） 

仕様書に掲げる寄附額を目安として、次の項目について見積もること。 

ただし、業務期間の寄附件数及び金額を担保するものではない。 

① 基本委託料 

  寄附金額に応じた割合を記載すること 

② 寄附受付に関する書類の発送に関する業務に係る費用 

  寄附受領証明書の発行及び発送１件あたりの金額を記載すること 

③ ワンストップ特例申請書の受付に関する業務に係る費用 

  ワンストップ特例申請書申請の手続き１件あたりの金額を記載すること 

④ その他 

その他必要な経費があれば、業務の内容ごとに区分して見積もること 

(2) 提出期限 

令和６年２月２２日（木）午後５時まで 

(3) 提出方法 

持参又は郵送により提出。郵送の場合は、簡易書留郵便など配達完了の確認ができる方

法によるものとし、期日までに必着とする。 

(4) 提出部数 

提出書類ア～キの順序で製本し、インデックスを付け、ファイルに綴じて提出すること。 

ア 正本 １部 （代表者押印のもの） 

イ 副本１０部 （正本の写し） 

 

９ 企画提案に対する質問及び回答 

本プロポーザルの企画提案に関する質問は、次の方法により提出すること。 

(1) 提出書類 

質問書(第 1号様式) 

(2) 提出期間 

令和６年１月３０日（火）から令和６年２月１４日（水）午後５時まで 
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(3) 提出方法 

質問箇所及び内容をわかりやすく記載し、電子メールにより提出すること。なお、メー

ルのタイトルは「【企画質問書】積丹町ふるさと納税推進委託業務（○○○社）」とする

こと。 

 (4) 質問書の回答 

  町のホームページで回答する。 

  回答期限 令和６年２月２０日（火） 

 

１０ 審査方法等 

(1) 審査方法 

業務の履行に最も適した契約の相手方となる候補者を公正に決定するため、選定委員

会を設置し、資格審査、書類審査及び本審査により評価する。 

(2) 資格審査及び書類審査 

提出された企画提案書等について、資格審査及び書類審査結果を令和６年２月２７日

（火）までに通知する。 

(3) 本審査 

企画提案プレゼンテーションの評価を行い、選定委員会の審査の結果、本審査で最高点

を得た者を委託候補者として選定する。 

(4) 評価基準及び配点  別紙のとおり 

評価点数の合計点が満点の７割未満の場合は、不採用とする。 

(5) 本審査結果 

審査結果は、全ての本審査参加者に郵送により通知する。 

 

１１ 本審査（プレゼンテーション審査） 

資格審査及び書類審査に合格した提案者は、次によりプレゼンテーシヨンを行うもの

とする。 

(1) 期  日   令和６年３月１日（金） 

(2) 場  所   積丹町総合文化センター 

(3) 開始時間   別途通知する。 

(4) 所要時間 

ア 準備・企画提案プレゼンテーシヨン 30 分以内 

イ 企画提案ヒアリング        20 分程度 

(5) 内容 

ア 企画提案書の説明 

(6) 参加人数   5 名以内とする。 
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(7) 機材等 

プレゼンテーションに使用するプロジェクター及びスクリーンは、本町が準備する。 

その他の機器については、提案者が準備すること。 

(8) その他 

提案の説明は、企画提案書の内容を逸脱しないものとし、企画提案者以外の資料配布等

は認めない。 

 

１２ 契約締結 

(1) 契約額については、見積金額を参考にしながら業務内容を精査及び協議し、最終的な

見積書の提出をもって決定する。 

(2) 委託候補者と契約が成立しない場合は、次順位者と契約交渉を行う。 

(3) 本業務の一部を再委託しようとする場合は、あらかじめ再委託の内容・再委託先・そ

の他再委託に対する管理方法などを書面により提出し、町の承諾を得なければならない。 

(4) 協議の上、業務内容を補正、または、業務を追加することがある。 

 

１３ 失格となる提案者 

提案者が以下のいずれかに該当する応募は失格とする。 

(1) 参加資格の要件を満たさなくなった場合 

(2) 提出書類に虚偽の記載があつた場合 

(3) 選考の公平性を害する行為があつた場合 

(4) 前各号に定めるもののほか、提案において著しく信義に反する行為等、選定委員会が

失格あると認めた場合 

 

１４ その他留意事項 

(1) 本プロポーザルは、委託候補者を選定するものであり、契約の締結を担保するもので

はない。 

(2) 本プロポーザルに係る経費はすべて参加者の負担とする。 

(3) 提出書類は、審査目的以外には提案者に無断で使用しない。また、積丹町情報公開条

例（平成 13年条例第 5号）に基づく開示請求が行われた場合でも原則開示しない。ただ

し、本町は、本業務に係る範囲において公表する場合、その他本町が必要と認める場合

には、提出書類の内容を無償で使用できる。 

(4) 提出された書類は、一切返却しないものとする。 

(5) 提出書類の提出後の修正及び変更については、一切認めない。 

(6) 提出書類等に記載された個人情報は、本業務の委託候補者の選定のみに使用し、その

他の目的には一切使用しない。 

(7) 審査結果に対する異議は一切受け付けない。 
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(8) 電子メール、郵便等の通信事故について、本町は一切の責任を負わないものとする。 

(9) 委託候補者として決定された場合であっても、虚偽等不誠実な記載若しくは対応が認

められる場合又は重大な瑕疵等があった場合は、決定を取り消すものとする。 

(10) 委託事業費については、令和６年４月１日からの委託開始をもって発生するものと

し、契約締結時から業務の委託開始までの間については、委託事業費は発生しないもの

とする。 


